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１. 本調査の目的および成果の地域への反映
　情報通信技術と運輸システムの革新によって、日々の生鮮食品や耐久消費財の購入を店舗に行かず
自宅で選択、発注、決済、受け取りができる宅配や通信販売が普及しつつある。これは地域商業や消
費活動に少なからず影響を及ぼすとみられる。本調査は近時伸張が著しいネットスーパーに代表され
る日々の生活を支える食品や日用雑貨などの宅配事業の利用状況を明らかにし、地域商業および地域
社会における役割、影響等の解明を目指したものである。併せて地域店舗や商業への期待についても
調査を行い、これらの成果を関係事業者の方々に還元することで、社会や商業により有効な仕組みが
形成されることを目指した。

２. 調査の対象
　調査は日々消費される生鮮品などの食品類や日用品等を自宅から注文し配送されるいわゆるネット
スーパーと生協の宅配（個配）の利用者を対象としてアンケートによって行った。
　県内での宅配利用者の総数は、休眠利用者も多数存在し常時利用している対象者数は必ずしも明確
ではないが、事業者の意見等を踏まえると県内では 5000 人～ 6000 人が常時利用していると推計され
る。今回調査で回収できたアンケート数は 427 件である。母数を 6000 件とした場合、5％水準で標準
誤差± 4.6％となる。質問により回答件数が異なるため標準誤差、水準とも項目によって異なる。また、
注文方法、配送頻度、配送費の課金方法などが異なるため調査項目によっては分離し分析を行った。

３. 宅配の利用概況
　利用回数は月平均 3.5 回であり週一回程度利用され、一回当たり利用金額は 5200 円程度である。
ただし、利用金額のばらつきは大きい。

　表１　宅配利用の状況　　　　　　　　　　　　　　　　表２　利用者の年齢構成

　年齢は 30 ～ 64 歳までが主であるが、A 社の最頻値は 50 ～ 59 歳であるのに対し B 社は 30 ～ 39
歳である。回答者はほとんどが女性である。そのほか東部は利用回数、一回当たり支出金額とも西部
に比べ多い。
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